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規 則

総合振興局長等事務委任規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２４年３月３０日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第４７号

総合振興局長等事務委任規則の一部を改正する規則
総合振興局長等事務委任規則（昭和２３年北海道規則第８０号）の一部を次のように改正する。
環境生活部の項中「第９条第２項」を「第１０条第２項」に改める。
経済部の項中８の事項を９の事項とし、４の事項から７の事項までを１事項ずつ繰り下げ、
３の事項の次に次の１事項を加える。
４ ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）に基づく次に掲げること。
� 同法第４６条第１項の規定によるガス用品の販売の事業を行う者に対する報告の徴収に
関すること。

� 同法第４７条第１項の規定によるガス用品の販売の事業を行う者の事業場への立入り及
び検査に関すること。ただし、知事が自らその権限を行うことを妨げるものではない。

� 同法第４７条の２第１項の規定によるガス用品の販売の事業を行う者に対するガス用品
の提出の命令に関すること。ただし、知事が自らその権限を行うことを妨げるものでは
ない。
水産林務部の項３の事項�中「第１０条の５第７項」を「第１０条の５第９項」に改め、同事
項�中「第１０条の１１の７」を「第１０条の１１の８第１項又は第２項」に、「分収育林契約」を
「分収育林契約等」に改め、同事項�中「森林施業計画」を「森林経営計画」に改め、同事
項中�を�とし、�を�とし、同事項	中「同法」を「森林法」に改め、同事項中	を
と
し、同事項�中「同法」を「森林法」に、「森林施業計画」を「森林経営計画」に改め、同

事項中�を�とし、�の次に次のように加える。
� 旧森林法第１９条第４項の規定による関係市町村長への認定又は認定の取消しの通知に
関すること（森林施業計画の対象とする森林の全部が一の総合振興局等の区域内にある
場合に限る。）。ただし、森林の保健機能の増進に関する特別措置法第６条第１項の規
定により旧森林法の認定を受けるものに係る場合を除く。
水産林務部の項３の事項�中「同法」を「森林法」に、「森林施業計画」を「森林経営計
画」に改め、同事項中�を�とし、�の次に次のように加える。
	 旧森林法第１９条第３項の規定による関係市町村長からの意見の聴取に関すること（森
林施業計画の対象とする森林の全部が一の総合振興局等の区域内にある場合に限る。）。
ただし、森林の保健機能の増進に関する特別措置法第６条第１項の規定により旧森林法
の認定を受けるものに係る場合を除く。
水産林務部の項３の事項�の次に次のように加える。
� 森林法の一部を改正する法律（平成２３年法律第２０号）附則第８条の規定によりなお従
前の例によることとされる場合における同法による改正前の森林法（以下この事項にお
いて「旧森林法」という。）第１９条第１項に規定する次に掲げること（森林施業計画の
対象とする森林の全部が一の総合振興局等の区域内にある場合に限る。）。ただし、森
林の保健機能の増進に関する特別措置法第６条第１項の規定により旧森林法の認定を受
けるものに係る場合を除く。
ア 旧森林法第１２条又は第１３条の規定による森林施業計画の変更の認定又は変更に関す
る通知に関すること。
イ 旧森林法第１５条から第１７条までの規定による森林施業計画に係る森林の伐採等の届
出、認定の取消し又は包括承継に係る届出に関すること。
附 則

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。

訓 令

北海道訓令第３号

本 庁
出 先 機 関

北海道事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
平成２４年３月３０日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道事務決裁規程の一部を改正する訓令

北海道事務決裁規程（昭和４１年北海道訓令第３号）の一部を次のように改正する。
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第２条第１５号中「の主幹」の次に「及び専門幹」を加える。
第４条の２第１項中「観光振興監」の次に「、食産業振興監」を加える。
別表第４の総合振興局等の本庁総務部の分掌事項第６項第２号を削り、同項中第３号を第
２号とし、第４号を第３号とし、同表の総合振興局等の本庁総合政策部の分掌事項第５項中
第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。

� 第５条の３第６項の規定に基づき、地方債を起こし、又は起債の方法、利率若しく
は償還の方法を変更することに係る届出を受理すること。

別表第４の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項第９項中第１号を削り、第２号を第
１号とし、第３号から第１７号までを１号ずつ繰り上げ、同事項第１１項第１７号及び第１８号中
「（札幌市の区域に係るものを除く。）」を削り、同項第１９号中「第２９条第７項」を「第２９
条第９項」に改め、「（札幌市の区域に係るものを除く。）」を削り、同項第２０号中「第２９
条第９項及び第１０項」を「第２９条第１１項及び第１２項」に改め、「（札幌市の区域に係るもの
を除く。）」を削り、同事項第１２項中第１８号を第８０号とし、第１５号から第１７号までを６２号ず
つ繰り下げ、同項第１４号中「受託事務」を「市町村事務」に改め、同号を同項第７６号とし、
同項中第１３号を第７５号とし、第１２号を第７４号とし、第１１号を第１５号とし、同号の次に次の５８
号を加える。

� 第７０条第６項（第７０条の２第４項（第１１５条の１１において準用する場合を含む。）
及び第７０条の３第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、関係市町村
長に通知し、意見を求めること。

� 第７０条の２第１項（第１１５条の１１において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
指定居宅サービス事業者又は指定介護予防サービス事業者の指定を更新すること。

� 第７０条の３第１項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者の指定事項を変更する
こと。

� 第７１条第１項ただし書（第１１５条の１１において準用する場合を含む。）の規定に基
づき、病院等の開設者から、指定居宅サービス事業者又は指定介護予防サービス事業
者の特例に係る別段の申出を受けること。

� 第７２条第１項ただし書（第１１５条の１１において準用する場合を含む。）の規定に基
づき、介護老人保健施設の開設者から、指定居宅サービス事業者又は指定介護予防
サービス事業者の特例に係る別段の申出を受けること。

� 第７５条の規定に基づき、指定居宅サービス事業者の指定内容の変更又は事業の廃止、
休止若しくは再開の届出を受理すること。

� 第７６条第１項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者等に対し、報告若しくは帳
簿書類の提出等を命じ、若しくは出頭を求め、又は職員に、関係者に対し質問させ、
若しくは事業所等に立ち入り、設備、帳簿書類等を検査させること。

� 第７６条の２第１項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者に対し、同項各号に定

める措置をとるべきことを勧告すること。
� 第７６条の２第２項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者が勧告に従わなかった
旨を公表すること。

� 第７６条の２第３項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者に対し、勧告に係る措
置をとるべきことを命ずること。

� 第７６条の２第５項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者が同条第１項各号に掲
げる場合のいずれかに該当する旨の市町村からの通知を受理すること。

� 第７７条第１項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者の指定を取り消し、又はそ
の指定の全部若しくは一部の効力を停止すること。

� 第７７条第２項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者が同条第１項各号のいずれ
かに該当する旨の市町村からの通知を受理すること。

� 第７９条の２第１項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者の指定を更新すること。
� 第８２条の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者の指定内容の変更又は事業の廃止、
休止若しくは再開の届出を受理すること。

� 第８３条第１項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者等に対し、報告若しくは帳
簿書類の提出等を命じ、若しくは出頭を求め、又は職員に、関係者に対し質問させ、
若しくは事業所等に立ち入り、帳簿書類等を検査させること。

� 第８３条の２第１項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者に対し、同項各号に定
める措置をとるべきことを勧告すること。

� 第８３条の２第２項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者が勧告に従わなかった
旨を公表すること。

 第８３条の２第３項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者に対し、勧告に係る措
置をとるべきことを命ずること。

! 第８３条の２第５項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者が同条第１項各号に掲
げる場合のいずれかに該当する旨の市町村からの通知を受理すること。

" 第８４条第１項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者の指定を取り消し、又はそ
の指定の全部若しくは一部の効力を停止すること。

# 第８６条第３項（第８６条の２第４項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
関係市町村長に通知し、意見を求めること。

$ 第８６条の２第１項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の指定を更新すること。
% 第８９条の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の開設者の住所等の変更に係る届出
を受理すること。

& 第９０条第１項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の開設者等に対し、報告若し
くは帳簿書類の提出等を命じ、若しくは出頭を求め、又は職員に、関係者に対し質問
させ、若しくは施設等に立ち入り、設備、帳簿書類等を検査させること。
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' 第９１条の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の指定辞退の届出を受理すること。
( 第９１条の２第１項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の開設者に対し、同項各
号に定める措置をとるべきことを勧告すること。

) 第９１条の２第２項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の開設者が勧告に従わな
かった旨を公表すること。

* 第９１条の２第３項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の開設者に対し、勧告に
係る措置をとるべきことを命ずること。

+ 第９１条の２第５項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設が同条第１項各号に掲げ
る場合のいずれかに該当する旨の市町村からの通知を受理すること。

, 第９２条第１項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設の指定を取り消し、又はその
指定の全部若しくは一部の効力を停止すること。

- 第９２条第２項の規定に基づき、指定介護老人福祉施設が同条第１項各号のいずれか
に該当する旨の市町村からの通知を受理すること。

. 第９４条第１項の規定に基づき、介護老人保健施設の開設を許可すること。
/ 第９４条第２項の規定に基づき、介護老人保健施設の入所定員等の変更を許可するこ
と。

0 第９４条第６項（第９４条の２第４項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、
関係市町村長に通知し、意見を求めること。

1 第９４条の２第１項の規定に基づき、介護老人保健施設の許可を更新すること。
2 第９５条第１項の規定に基づき、介護老人保健施設の管理者を承認すること。
3 第９５条第２項の規定に基づき、医師以外の者が介護老人保健施設を管理することを
承認すること。

4 第９８条第１項第４号の規定に基づき、介護老人保健施設の広告事項を許可すること。
5 第９９条の規定に基づき、介護老人保健施設の開設者の住所等の変更又は介護老人保
健施設の廃止、休止若しくは再開の届出を受理すること。

6 第１００条第１項の規定に基づき、介護老人保健施設の開設者等に対し、報告若しく
は診療録等の提出等を命じ、若しくは出頭を求め、又は職員に、関係者に対し質問さ
せ、若しくは施設等に立ち入り、設備、診療録等を検査させること。

7 第１００条第３項の規定に基づき、処分が行われる必要がある旨の通知を受理するこ
と。

8 第１０１条の規定に基づき、介護老人保健施設の開設者に対し、施設の全部若しくは
一部の使用を制限し、若しくは禁止し、又は修繕若しくは改築を命ずること。

9 第１０２条第１項の規定に基づき、介護老人保健施設の開設者に対し、管理者の変更
を命ずること。

: 第１０３条第１項の規定に基づき、介護老人保健施設の開設者に対し、同項各号に定

める措置をとるべきことを勧告すること。
; 第１０３条第２項の規定に基づき、介護老人保健施設の開設者が勧告に従わなかった
旨を公表すること。

< 第１０３条第３項の規定に基づき、介護老人保健施設の開設者に対し、勧告に係る措
置をとるべきことを命じ、又はその業務の停止を命ずること。

= 第１０３条第５項の規定に基づき、介護老人保健施設が同条第１項各号に掲げる場合
のいずれかに該当する旨の市町村からの通知を受理すること。

> 第１０４条第１項の規定に基づき、介護老人保健施設の開設の許可を取り消し、又は
その許可の全部若しくは一部の効力を停止すること。

? 第１０４条第２項の規定に基づき、介護老人保健施設が同条第１項各号のいずれかに
該当する旨の市町村からの通知を受理すること。

@ 第１１５条の５の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者の指定内容の変更又は
事業の廃止、休止若しくは再開の届出を受理すること。

A 第１１５条の７第１項の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者等に対し、報告
若しくは帳簿書類の提出等を命じ、若しくは出頭を求め、又は職員に、関係者に対し
質問させ、若しくは事業所等に立ち入り、設備、帳簿書類等を検査させること。

B 第１１５条の８第１項の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者に対し、同項各
号に定める措置をとるべきことを勧告すること。

C 第１１５条の８第２項の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者が勧告に従わな
かった旨を公表すること。

D 第１１５条の８第３項の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者に対し、勧告に
係る措置をとるべきことを命ずること。

E 第１１５条の８第５項の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者が同条第１項各
号に掲げる場合のいずれかに該当する旨の市町村からの通知を受理すること。

F 第１１５条の９第１項の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者の指定を取り消
し、又はその指定の全部若しくは一部の効力を停止すること。

G 第１１５条の９第２項の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者が同条第１項各
号のいずれかに該当する旨の市町村からの通知を受理すること。

別表第４の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項第１２項中第１０号を第１４号とし、第２
号から第９号までを４号ずつ繰り下げ、第１号の次に次の４号を加える。

� 第４１条第１項本文の規定に基づき、指定居宅サービス事業者を指定すること。
� 第４６条第１項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者を指定すること。
H 第４８条第１項第１号の規定に基づき、指定介護老人福祉施設を指定すること。
I 第５３条第１項本文の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者を指定すること。
別表第４の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項第１３項中第３号から第１９号までを削
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り、第２０号を第３号とし、第２１号を第４号とし、第２２号を第５号とし、第２３号から第７９号ま
でを削り、第８０号を第６号とし、第８１号から第９３号までを７４号ずつ繰り上げ、同事項第１６項
中「知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）」を「北海道療育手帳制度要綱（昭和４９年福
祉第８５７号民生部長通知）」に改め、第１号を削り、同項第２号中「北海道療育手帳制度要
綱（昭和４９年福祉第８５７号民生部長通知。以下この項において「要綱」という。）」を削り、
同号を同項第１号とし、同項第３号中「要綱」を削り、同号を同項第２号とし、同項第４号
中「要綱」を削り、同号を同項第３号とし、同項第５号中「要綱」を削り、同号を同項第４
号とし、同項第６号中「要綱」を削り、同号を同項第５号とし、同項第７号中「要綱」を削
り、同号を同項第６号とし、同事項第１７項第５４号中「児童福祉施設最低基準」を「児童福祉
施設の設備及び運営に関する基準」に改め、同号を同項第６４号とし、同項中第５３号を第６３号
とし、第３３号から第５２号までを１０号ずつ繰り下げ、同項第３２号中「第３４条の１６第４項」を
「第３４条の１７第４項」に改め、同号を同項第４２号とし、同項第３１号中「第３４条の１６第３項」
を「第３４条の１７第３項」に改め、同号を同項第４１号とし、同項第３０号中「第３４条の１６第１
項」を「第３４条の１７第１項」に改め、同号を同項第４０号とし、同項第２９号中「第３４条の１４第
３項」を「第３４条の１５第３項」に改め、同号を同項第３９号とし、同項第２８号中「第３４条の１４
第２項」を「第３４条の１５第２項」に改め、同号を同項第３８号とし、同項第２７号中「第３４条の
１４第１項」を「第３４条の１５第１項」に改め、同号を同項第３７号とし、同項第２６号中「第３４条
の１３第４項」を「第３４条の１４第４項」に改め、同号を同項第３６号とし、同項第２５号中「第３４
条の１３第３項」を「第３４条の１４第３項」に改め、同号を同項第３５号とし、同項第２４号中「第
３４条の１３第１項」を「第３４条の１４第１項」に改め、同号を同項第３４号とし、同項第２３号中
「第３４条の１１第３項」を「第３４条の１２第３項」に改め、同号を同項第３３号とし、同項第２２号
中「第３４条の１１第２項」を「第３４条の１２第２項」に改め、同号を同項第３２号とし、同項第２１
号中「第３４条の１１第１項」を「第３４条の１２第１項」に改め、同号を同項第３１号とし、同項第
２０号中「第３４条の５」を「第３４条の６」に、「児童自立生活援助事業等」を「障害児通所支
援事業等」に改め、同号を同項第３０号とし、同項第１９号中「第３４条の４第１項」を「第３４条
の５第１項」に、「児童自立生活援助事業等」を「障害児通所支援事業等」に改め、同号を
同項第２９号とし、同項第１８号中「第３４条の３第３項」を「第３４条の４第３項」に、「児童自
立生活援助事業等」を「児童自立生活援助事業又は小規模住居型児童養育事業」に改め、同
号を同項第２８号とし、同項第１７号中「第３４条の３第２項」を「第３４条の４第２項」に改め、
同号を同項第２７号とし、同項第１６号中「第３４条の３第１項」を「第３４条の４第１項」に、
「小規模住宅型児童養護事業（以下この項において「児童自立生活援助事業等」とい
う。）」を「小規模住居型児童養育事業」に改め、同号を同項第２６号とし、同項中第１５号を
第２５号とし、第１４号を第２４号とし、第１３号を第２３号とし、同項第１２号中「指定知的障害児施
設等」を「指定障害児入所施設等」に改め、同号を同項第２２号とし、同項第１１号中「指定知
的障害児施設等」を「指定障害児入所施設」に改め、同号を同項第２１号とし、同項第１０号中

「指定知的障害児施設等」を「指定障害児入所施設」に改め、同号を同項第２０号とし、同項
第９号中「及び第４項」を削り、「指定知的障害児施設等」を「指定障害児入所施設等」に、
「命じ、及びその旨を公示する」を「命ずる」に改め、同号を同項第１９号とし、同項第８号
中「指定知的障害児施設等」を「指定障害児入所施設等」に改め、同号を同項第１８号とし、
同項第７号中「指定知的障害児施設等」を「指定障害児入所施設等」に、「基準を遵守すべ
き」を「同項各号に定める措置をとるべき」に改め、同号を同項第１７号とし、同項第６号を
同項第１６号とし、同項第５号中「指定知的障害児施設等」を「指定障害児入所施設」に改め、
同号を同項第１５号とし、同項第４号中「指定知的障害児施設等」を「指定障害児入所施設」
に改め、同号を同項第１４号とし、同項第３号中「指定知的障害児施設等」を「指定障害児入
所施設」に改め、同号を同項第１３号とし、同項第２号中「指定知的障害児施設等」を「指定
障害児入所施設」に改め、同号を同項第１２号とし、同項第１号の次に次の１０号を加える。

� 第２１条の５の３第１項の規定に基づき、指定障害児通所支援事業者を指定すること。
� 第２１条の５の１６第１項の規定に基づき、指定障害児通所支援事業者の指定の更新を
行うこと。

H 第２１条の５の１９第１項の規定に基づき、指定障害児通所支援事業所の名称及び所在
地等の変更又は休止した事業の再開の届出を受理すること。

I 第２１条の５の１９第２項の規定に基づき、指定障害児通所支援の事業の廃止又は休止
の届出を受理すること。

� 第２１条の５の２１第１項の規定に基づき、指定障害児通所支援事業者等に対し、報告
若しくは帳簿書類の提出等を命じ、又は職員に、関係者に対し質問させ、若しくは設
備、帳簿書類等を検査させること。

� 第２１条の５の２２第１項の規定に基づき、指定障害児事業者等に対し、同項各号に定
める措置をとるべきことを勧告すること。

� 第２１条の５の２２第２項の規定に基づき、指定障害児事業者等が勧告に従わなかった
旨を公表すること。

� 第２１条の５の２２第３項の規定に基づき、指定障害児事業者等に対し、勧告に係る措
置をとるべきことを命ずること。

	 第２１条の５の２３第１項の規定に基づき、指定障害児通所支援事業者の指定を取り消
し、又は指定の全部若しくは一部の効力を停止すること。

� 第２１条の５の２４の規定に基づき、指定障害児通所支援事業者の指定等の公示をする
こと。

別表第４の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項第１９項中「（札幌市の区域に係るも
のを除く。）」を削り、第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号を第５号とし、第７号
を第６号とし、同項第８号中「指定障害福祉サービス事業者等の指定内容の変更又は廃止、
休止若しくは」を「指定障害福祉サービス事業所の名称及び所在地等の変更又は休止した事
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業の」に改め、同号を同項第７号とし、同号の次に次の１号を加える。
� 第４６条第２項の規定に基づき、指定障害福祉サービスの事業の廃止又は休止の届出
を受理すること。

別表第４の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項第１９項第９号中「第４６条第２項」を
「第４６条第３項」に改め、同項第１１号を次のように改める。

� 第４８条第１項（同条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、指定
障害福祉サービス事業者等に対し、報告若しくは帳簿書類の提出等を命じ、又は職員
に、関係者に対し質問させ、若しくは設備、帳簿書類等を検査させること。

別表第４の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項第１９項第１２号中「から第３項まで」
を「及び第２項」に、「指定事業者等」を「指定障害福祉サービス事業者等」に、「基準を
遵守すべき」を「同条第１項各号又は第２項各号に定める措置をとるべき」に改め、同項第
１３号中「第４９条第４項」を「第４９条第３項」に改め、同項第１４号中「第４９条第５項及び第６
項」を「第４９条第４項」に、「命じ、及びその旨を公示する」を「命ずる」に改め、同項第
１５号中「第４９条第７項」を「第４９条第６項」に、「適正な運営をしていない」を「同条第１
項各号又は第２項各号に掲げる場合のいずれかに該当する」に改め、同項第１６号中「、第３
項及び第４項」を「（同条第３項において準用する場合を含む。）」に改め、同項第１７号中
「から第４項まで」を「（同条第３項において準用する場合を含む。）」に、「処分事由」
を「同条第１項各号のいずれか」に改め、同項第１８号を次のように改める。

� 第５１条の２第２項の規定に基づき、指定事業者等から業務管理体制の整備に関する
届出を受理すること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

別表第４の総合振興局等の本庁保健福祉部の分掌事項第１９項第２９号中「第４３条の４第２
項」を「第４３条の７第２項」に改め、同号を同項第５５号とし、同項第２８号中「第４３条の４第
１項」を「第４３条の７第１項」に改め、同号を同項第５４号とし、同項中第２７号を第５３号とし、
第１９号から第２６号までを２６号ずつ繰り下げ、第１８号の次に次の２６号を加える。

� 第５１条の２第３項の規定に基づき、指定事業者等から届出事項に変更があった旨の
届出を受理すること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

� 第５１条の２第４項の規定に基づき、指定事業者等から同条第２項各号に掲げる区分
の変更に係る届出を受理すること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

� 第５１条の３第１項の規定に基づき、指定事業者等に対し、報告若しくは帳簿書類の
提出等を命じ、又は職員に、関係者に対し質問させ、若しくは設備、帳簿書類等を検
査させること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

� 第５１条の４第１項の規定に基づき、指定事業者等に対し、適正な業務管理体制を整
備すべきことを勧告すること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

� 第５１条の４第２項の規定に基づき、指定事業者等が勧告に従わなかった旨を公表す
ること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

� 第５１条の４第３項の規定に基づき、指定事業者等に対し、勧告に係る措置をとるべ
きことを命ずること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

� 第５１条の１４第１項の規定に基づき、指定一般相談支援事業者を指定すること。
� 第５１条の２１第１項の規定に基づき、指定一般相談支援事業者の指定の更新を行うこ
と。

� 第５１条の２５第１項の規定に基づき、指定一般相談支援事業所の名称及び所在地等の
変更又は休止した事業の再開の届出を受理すること。

� 第５１条の２５第２項の規定に基づき、指定地域相談支援の事業の廃止又は休止の届出
を受理すること。

� 第５１条の２７第１項の規定に基づき、指定一般相談支援事業者等に対し、報告若しく
は帳簿書類の提出等を命じ、又は職員に、関係者に対し質問させ、若しくは設備、帳
簿書類等を検査させること。

� 第５１条の２８第１項の規定に基づき、指定一般相談支援事業者に対し、同項各号に定
める措置をとるべきことを勧告すること。

� 第５１条の２８第３項の規定に基づき、指定一般相談支援事業者が勧告に従わなかった
旨を公表すること。

� 第５１条の２８第４項の規定に基づき、指定一般相談支援事業者に対し、勧告に係る措
置をとるべきことを命ずること。

� 第５１条の２８第６項の規定に基づき、指定一般相談支援事業者が同条第１項各号に掲
げる場合のいずれかに該当する旨の市町村からの通知を受理すること。

 第５１条の２９第１項の規定に基づき、指定一般相談支援事業者に係る指定を取り消し、
又は指定の全部若しくは一部の効力を停止すること。

! 第５１条の２９第３項の規定に基づき、指定一般相談支援事業者が同条第１項各号のい
ずれかに該当する旨の市町村からの通知を受理すること。

" 第５１条の３１第２項の規定に基づき、指定相談事業者から業務管理体制の整備に関す
る届出を受理すること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

# 第５１条の３１第３項の規定に基づき、指定相談支援事業者から届出事項に変更があっ
た旨の届出を受理すること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

$ 第５１条の３１第４項の規定に基づき、指定相談支援事業者から同条第２項各号に掲げ
る区分の変更に係る届出を受理すること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

% 第５１条の３２第１項の規定に基づき、指定相談支援事業者に対し、報告若しくは帳簿
書類の提出等を命じ、又は職員に、関係者に対し質問させ、若しくは設備、帳簿書類
等を検査させること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

& 第５１条の３２第４項の規定に基づき、市町村長の求めに応じて同条第１項の権限を
行ったときに、その結果を当該市町村長に通知すること（札幌市の区域に係るものを
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除く。）。
' 第５１条の３３第１項の規定に基づき、指定相談支援事業者に対し、適正な業務管理体
制を整備すべきことを勧告すること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

( 第５１条の３３第２項の規定に基づき、指定相談支援事業者が勧告に従わなかった旨を
公表すること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

) 第５１条の３３第３項の規定に基づき、指定相談支援事業者に対し、勧告に係る措置を
とるべきことを命ずること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

* 第５１条の３３第５項の規定に基づき、指定相談支援事業者が同条第３項の規定による
命令に違反したときに、当該違反の内容を関係市町村長に通知すること（札幌市の区
域に係るものを除く。）。

別表第４の総合振興局等の本庁農政部の分掌事項第１項第１号から第３号までを削り、同
項中第４号を第１号とし、第５号から第２０号までを３号ずつ繰り上げ、同事項第２項第１号
中「第６条第６項」を「第６条第５項」に改め、同事項第１４項第５２号を次のように改める。

2 第９６条の２第６項（第９６条の３第５項において準用する場合を含む。）の規定に基
づき、土地改良事業計画を定めた旨又は変更する旨の報告を受理すること。

別表第４の総合振興局等の本庁農政部の分掌事項第１４項中第５３号及び第５４号を削り、第５５
号を第５３号とし、第５６号から第７２号までを２号ずつ繰り上げ、同表の児童相談所の事項第１
項第１号及び第２号中「障害児施設給付費」を「障害児入所給付費」に改め、同項第３号中
「施設受給者証」を「入所受給者証」に改め、同項第４号中「施設給付決定」を「入所給付
決定」に改め、同項第５号中「施設受給者証」を「入所受給者証」に改め、同項第６号中
「高額障害児施設給付費」を「高額障害児入所給付費」に改め、同項第８号中「指定知的障
害児施設等」を「指定障害児入所施設等」に、「知的障害児施設等」を「指定障害児入所施
設等」に改め、同項第９号中「障害児施設医療費」を「障害児入所医療費」に改め、同項第
１１号及び第１３号から第１５号までの規定中「施設受給者証」を「入所受給者証」に改め、同項
第１６号中「障害児施設医療受給者証」を「障害児入所医療受給者証」に改める。
別表第６の危機管理監、地域振興監、観光振興監及び食の安全推進監の決裁事項の項中
「観光振興監」の次に「、食産業振興監」を加え、同表の道立病院長の決裁事項の項中
「（精神障害回復者社会復帰施設の主管する事務については、精神障害回復者社会復帰施設
の長とする。）」及び「（精神障害回復者社会復帰施設の主管する事務を除く。）」を削り、
同表の肢体不自由児施設の院長の決裁事項の項中「肢体不自由児施設」を「医療型障害児入
所施設」に改め、同表の計量検定所長の決裁事項の項中「総務課長」を「当該事務を所管す
る主幹」に改め、同表の障害者職業能力開発校長の決裁事項の項中「次長」を「庶務課長」
に改め、「庶務課長」を削り、同表の保健所長の決裁事項の項中「保健福祉企画課長（保健
福祉企画課が置かれていない保健所にあっては、企画総務課長とする。）」を「企画総務課
長」に改める。

附 則

１ この訓令は、平成２４年４月１日から施行する。
２ この訓令の施行の日から平成３０年３月３１日までの間においては、総合振興局長等の専決
事項は、この訓令による改正後の北海道事務決裁規程別表第４に定めるもののほか、次の
とおりとする。
� 健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項
の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定による改正前の介護
保険法（以下「旧介護保険法」という。）第７２条第１項ただし書き（旧介護保険法第
１１５条の１１において準用する場合を含む。）の規定に基づき、介護療養型医療施設の開
設者から、指定居宅サービス事業者又は指定介護予防サービス事業者の特例に係る別段
の申出を受けること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

� 旧介護保険法第１０７条第５項（旧介護保険法第１０７条の２第４項において準用する場合
を含む。）の規定に基づき、関係市町村長に通知し、意見を求めること（札幌市の区域
に係るものを除く。）。

� 旧介護保険法第１０７条の２第１項の規定に基づき、指定介護療養型医療施設の指定を
更新すること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

H 旧介護保険法第１０８条の規定に基づき、指定介護療養型医療施設の指定事項を変更す
ること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

I 旧介護保険法第１１１条の規定に基づき、指定介護療養型医療施設の開設者の住所等の
変更に係る届出を受理すること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

� 旧介護保険法第１１２条第１項の規定に基づき、指定介護療養型医療施設の開設者等に
対し、報告若しくは診療録等の提出等を命じ、出頭を求め、又は職員に、関係者に対し
質問させ、若しくは施設等に立ち入り、設備、診療録等を検査させること（札幌市の区
域に係るものを除く。）。

� 旧介護保険法第１１３条の規定に基づき、指定介護療養型医療施設の指定辞退の届出を
受けること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

� 旧介護保険法第１１３条の２第１項の規定に基づき、指定介護療養型医療施設の開設者
に対し、同項各号に定める措置をとるべきことを勧告すること（札幌市の区域に係るも
のを除く。）。

� 旧介護保険法第１１３条の２第２項の規定に基づき、指定介護療養型医療施設の開設者
が勧告に従わなかった旨を公表すること（札幌市の区域に係るものを除く。）。

	 旧介護保険法第１１３条の２第３項の規定に基づき、指定介護療養型医療施設の開設者
に対し、勧告に係る措置をとるべきことを命ずること（札幌市の区域に係るものを除
く。）。

� 旧介護保険法第１１３条の２第５項の規定に基づき、指定介護療養型医療施設が同条第
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１項各号に掲げる場合のいずれかに該当する旨の市町村からの通知を受理すること（札
幌市の区域に係るものを除く。）。

� 旧介護保険法第１１４条第１項の規定に基づき、指定介護療養型医療施設の指定を取り
消し、又はその指定の全部若しくは一部の効力を停止すること（札幌市の区域に係るも
のを除く。）。


 旧介護保険法第１１４条第２項の規定に基づき、指定介護療養型医療施設が同条第１項
各号のいずれかに該当する旨の市町村からの通知を受理すること（札幌市の区域に係る
ものを除く。）。

北 海 道 公 報 号外第
号 ７平成２４年３月３０日（金曜日）


